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営業車両における車両情報記録装置を活用した
走行抵抗の推定手法
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A Method of Calculating Running Resistance using Commercial Train Data Obtained 
by a Train Data Collection Device
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　Running resistance is one of important factors to design train performance and to plan speed profiles.  Run-
ning resistance is also an important factor to analyze energy consumption, because it causes majority of energy 
consumption.  This paper proposes a method of calculating running resistance under various conditions without 
the running tests by using commercial train data obtained by a train data collection device.  This paper verifies 
the proposed method by a running test result.  This paper further presents running resistance under various con-
ditions calculated by the proposed method. 
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１．はじめに

　列車の走行抵抗は，車両性能検討や運転曲線作成に用

いられる重要なパラメータの一つである。近年は，消費

エネルギー削減の要請が高まり，列車運行に伴う消費エ

ネルギーの多くを走行抵抗が占めるため，省エネルギー

技術の検討においても重要な要素として考えられてい

る。車両走行エネルギーシミュレータ１）を用いて試算し

た消費エネルギーの内訳の一例を図１に示す。列車の走

行パターンによってその割合は異なるが，同一区間を走

行した本例では普通列車で 37%，快速列車で 52% のエ

ネルギー損失を走行抵抗が占めている。これより，走行

抵抗によるエネルギーの消費は重点的に考えるべき要因

の 1 つであることが確認される。しかしながら，走行抵

抗は車両の形式，走行速度によって異なることはもちろ

んのこと，トンネルの有無や形状，軌道の種別，列車の

乗車率など様々な要因によって変動するため，その定量

的な把握は限定的な条件でしか行われていない。

　走行抵抗の把握は，走行抵抗測定のための試験走行を

実施し，惰行時の減速度から走行抵抗を算出する惰行法

が一般的である。例えば，ある特定の区間を数日間に分

けて，合計 10 往復程度の試験走行が行われる。その際

には，車両速度を変えて一定以上の距離を惰行し，その

減速度から各車両速度での走行抵抗値を算出する。これ

を近似曲線によって結ぶことで，走行抵抗式を求めてい

る。このように，試験走行による走行抵抗の測定は，多

くの労力を要する。そこで，筆者らは，車両情報記録装

置に着目し，営業列車の走行データから走行抵抗を推定

する手法を構築した。

　営業走行データは，日々の走行データを取得している

ため，データ規模は大きく，試験走行に比べて桁違いに

多くのデータが取得可能である。しかしながら，試験走

図１　エネルギー消費量の内訳の例
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行では試験条件に合わせた走行方法が可能であるが，営

業走行では定められた列車ダイヤを守るように走行され

ており，取得したい条件で走行しているとは限らない。

また，試験走行では，添乗者が試験状況を把握しており，

測定データに記録されていない様々な外的状況について

も把握されているのに対し，営業走行データでは，デー

タに記録されている項目以外の情報は取得できない。こ

のように，営業走行データは，試験走行に比べて有効な

データの割合が低い，データの信頼度が低いなどの課題

がある。これに対しては，データの規模の大きさで補う

ことを基本的な思想として，本手法を構築した。

　本手法では，試験走行を行わなくとも，営業走行の実

績から走行抵抗を把握できることに加え，従来は把握さ

れていなかったトンネル形状，軌道種別，乗車率などに

応じた走行抵抗も把握することが可能となる。

２．車両情報記録装置の概要

2. 1　対象車両

　対象車両は，7 両固定編成の直流通勤型車両とした。対

象車両は，デジタル伝送装置によって編成内で制御情報

やモニタ情報が共有されている。対象形式のうち 2 編成

にデータ収集システムを有する車両情報記録装置が搭載

されており，デジタル伝送装置から取得した営業走行デー

タが収集されている。対象車両の主な仕様を表 1 に示す。

2. 2　データ収集システム

　データ収集システム２）３）の概要を図 2 に示す。デー

タ収集システムは，沿線無線 WAN 用いて，営業走行中

のデータを随時地上サーバに伝送することでデータ取得

を行うシステムである。

2. 3　取得データ

　対象とするデータは，対象形式 2 編成にて，2009 年

12 月から 2014 年 8 月にかけて 5 年弱に渡り取得された

営業走行データである。駅停車毎に CSV 形式のファイ

ルが作成される。ファイル数としては 42 万ファイル程

度，容量としては 900GB 程度となる。記録項目は，時刻，

地点，車両速度，ノッチ，各種の電圧，電流，ブレーキ力，

AS 圧，空転・滑走フラグ等多岐に渡り，号車毎やユニッ

ト毎に記録されている。項目数は 250 個程度，記録間隔

は 0.08s である。なお，車両速度は，編成内の各車軸の

速度から間引き処理及び平均処理を行った編成基準軸速

度が小数点以下 2 桁で取得されている。

2. 4　加減速度分析システム

　営業走行データは大規模なデータとなるため，これを

様々な用途において分析するための大規模データ分析処

理支援システム３）を開発した。本システムのうち，走行

抵抗の分析に用いる加減速度分析システムは，営業走行

データから指定したフィルタリング条件を満たすデータ

を対象にして，加減速度を算出するものである。加減速

度の分析においては，線路条件の影響を考慮する必要が

あるため，施設管理データベースとの照合機能を有し，

走行地点に応じた線路条件を取得する。これにより，加

減速度分析システムでは，引張力，走行抵抗，ブレーキ

力の特性を分析することができる。

３．走行抵抗の算出方法

3. 1　惰行法による走行抵抗算出

　列車の惰行時に減速度 β [km/h/s] となった場合の走行

抵抗 Rr [kN] は，等価編成質量 Me [t]，勾配抵抗 Rg [kN]，
曲線抵抗 Rc [kN] に対して式 (1) で計算される。ここで，

等価編成質量とは，空車時の編成質量 M [t] と車両の回

転部分の慣性力を質量に換算した慣性質量と人員質量の

和となる。

　 R R R Mr g c e+ + = 1000
3600

β            (1)

よって，走行抵抗は，減速度と勾配抵抗と曲線抵抗を求

めることにより算出できる。

　勾配抵抗 Rg [kN] は，走行地点の勾配 S [‰ ]，重力加

表１　対象形式車両の諸元

編成構成
6M1T

（M 車は 4 軸中 2 軸が動軸）

編成質量
232.8 [t]

（M 車 205.5 [t]　T 車 27.3 [t]）

慣性係数 M 車 1.08 [t]　T 車 1.06 [t]

台車 ボルスタレス台車，軸ハリ式

運転最高速度 120 [km/h]

車輪直径 860 [mm]（新製時）

車輪形状 修正円弧踏面

車輪軸受 円錐コロ軸受

車体長 19500 [mm]

車体幅 2950 [mm]

車体高さ 3630 [mm]

図２　データ収集システムの概要
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速度 g [m/s/s] に対して，式 (2) で計算される。

　
R SMgg = 1

1000
            (2)

　曲線抵抗 Rc [kN] は，走行地点の曲線半径 C [m]，係

数 Kに対して式 (3) のように表される４）５）。

　
R K

C
Mgc = 1

1000
           (3)

3. 2　測定試験による算出方法

　測定試験では，各試験地点において惰行を行い，そ

のときの減速度から走行抵抗を算出する。横軸を車両速

度，縦軸を走行抵抗とするグラフに示し，最小二乗法に

より導出した 2 次の多項式による近似式を走行抵抗式と

する。測定試験によって算出した走行抵抗を図 3に示す。

各プロットは，試験地点における減速度を 0.5s 間隔で

サンプリングしたものである。プロット数は 3032 であ

る。なお，測定試験では，勾配の変化点がない区間かつ

直線区間となるように試験地点を設定する。このため，

勾配抵抗については試験地点の勾配により式 (2) で計算

され，曲線抵抗については 0 となる。

3. 3　走行データ分析による算出方法

3. 3. 1　算出方法の概要

　走行データ分析による走行抵抗の計算方法の概要を

図 4 に，抽出処理の概要を図 5 に示す。走行データ分析

では，減速度は，時系列で取得された営業走行データか

ら車両速度の変化によって算出する。勾配抵抗は，営業

走行データから走行地点推定処理を行った後，施設管理

データベースを用いて，勾配の値を取得して算出する。

　勾配については，本手法では 7 両編成の編成全体が同

一勾配区間の場合のみ走行抵抗を算出する対象としてい

る。また，勾配変化点前後は縦曲線により勾配が変化し

ていることや，地点推定の誤差のため，勾配変化点前後

のある程度の距離を分析対象から外すことにした。

　曲線については，式 (3) は簡易式であり精度が低いこ

とから，本手法では曲線区間を分析対象から外すことと

した。なお，勾配抵抗と同様に，曲線変化点前後は緩和

曲線により曲線半径が変化していることや，地点推定の

誤差のため，曲線変化点前後のある程度の距離を分析対

象から外すことにした。

　また，走行抵抗は，トンネルの有無や形状，軌道の種

別，列車の乗車率によって変動するため，施設管理デー

タベースから構造物と道床の情報を取得し，営業走行

データから乗車人員の情報を取得し，これらの情報に応

じて分類して結果を出力するようにした。

3. 3. 2　走行地点の推定方法

　走行地点の推定は，営業走行データに記録されている

車両速度及び走行区間の情報を用いて行われる。施設管

理データベース上の発駅の停止目標地点を Ld [m]，施設

管理データベース上の着駅の停止目標地点を La [m] とす

ると，時刻 Tにおける列車先頭部の地点 Lh [m] は，時

刻 t [s] における車両速度 v(t) [km/h] に対して式 (4) で計

算される。

　 L L v t dth d

T
= + ( )∫

1000
3600 0

          (4)

着駅に到着した際の時刻 Ta においては式 (5) となること

が期待されるが，実際には車両速度の積算誤差や管理上

の地点情報と実際の地点との差の影響で，一致した値に

図３　測定試験による走行抵抗算出結果

-5

0

5

10

15

20

25

30

35

0 20 40 60 80 100 120

走
行

抵
抗

 （
kN

）

車両速度 (km/h)

図４　走行データ分析による走行抵抗計算の概要

図５　走行データ分析による走行抵抗抽出の概要
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はならない。一方で，営業走行データにおいても，通信

異常などによりデータの欠損が生じる可能性がある。そ

こで，式 (5) の関係について，一定程度の閾値を設けて

その範囲内にある場合を有効なデータとし，範囲外にあ

る場合には当該区間は分析対象から外すこととした。

　 L L v t dta d

Ta= + ( )∫
1000
3600 0

          (5)

3. 3. 3　減速度の算出方法

　離散化された営業走行データにおける減速度の算出方

法を示す。時刻 t [s] におけるレコードを iとすると，減

速度β[i] [km/h/s]は，車両速度 v[i] [km/h]，測定間隔ΔT [s]
に対して，式 (6) で計算される。

　 β i
v i v i

T
[ ] =

−[ ] − +[ ]1 1
2∆

          (6)

　走行抵抗は車両速度から換算されるため，走行抵抗の

精度は車両速度の精度の影響を受ける。車両速度は車軸

軸端取り付けの速度センサを用いて検出している。対象

車両の速度センサは非接触型誘導発電機であり，車軸の

回転に応じて矩形波のパルスが発生しており，矩形波を

一定時間で計数する際の計数誤差や，機械的振動による

影響により，検出速度には誤差が生じるため６），車両速

度の精度には限界がある。

　対象車両の営業走行データは 0.08s の測定間隔となっ

ているが，速度データには短時間の変動が含まれている。

本手法で対象とするのは，短時間の走行抵抗でなく，広

い速度域での統計的な傾向を把握することであるため，

瞬間的な変動を除去することとした。このため，次に示

す 2 段階の処理を行うこととした。始めに，減速度の算

出には前後 Tv [s] における車両速度 v[i] [km/h] から瞬時

減速度 βi[i] [km/h/s] を式 (7) で算出する。次に，前後 N

レコードの瞬時減速度 βi[i] [km/h/s] の平均を取ることで

当該 iレコードの平均減速度 βa[i] [km/h/s] を式 (8) のよ

うに算出する。なお，短時間の変動の除去の観点からは，

Nは大きい方が望ましいが，Nを大きくすると，ノッチ・

勾配・曲線等の抽出条件が一定となるデータ範囲が限定

されてしまうため，本報告では，Nは 4 を用いている。

式 (7) 及び式 (8) を合わせて表現すると式 (9) となる。

　 βi

v v

v

i
v i T

T
v i T

T
T

[ ] =
−





− +



∆ ∆

2
          (7)

　
β βa i

n N

N

i
N

i n[ ] =
+

+[ ]
=−
∑1

2 1
          (8)

　 βa

v v

vn N

N

i
N

v i T
T

n v i T
T

n

T
[ ] =

+

− +





− + +





=−
∑1

2 1 2
∆ ∆     (9)

3. 3. 4　対象データ抽出

　惰行法を用いて走行抵抗を算出するため，惰行条件

の判定が必要となる。営業走行データには，力行ノッチ

及びブレーキノッチの情報が記録されているため，これ

らが扱われていない状態が惰行と判定される。ただし，

ジャーク制御のため，ノッチの操作に対して実際の車両

の加減速には遅れが生じる。そこで，ノッチ扱いから一

定時間を空けたデータのみを分析対象とした。

　また，空転や滑走が生じると速度が正確に求められな

い。惰行法を用いるため，力行に伴う空転やブレーキに

伴う滑走が発生している瞬間のデータが含まれることは

ないが，式 (4) を用いて計算される地点推定に誤差が生

じることとなる。対象形式は，非駆動軸も多くあるため，

力行時の編成基準軸速度の演算への影響は軽微である

と考えられるが，ブレーキ時の演算への影響は懸念され

る。このため，空転フラグ及び滑走フラグの発生が少な

いデータのみ分析対象とした。

3. 3. 5　サンプリング

　走行データ分析では，測定試験よりも多くのプロット

が得られる。ただし，測定試験のように速度を指定した

試験地点の設定はできないため，速度によってサンプル

数にばらつきが生じる。これを少しでも緩和するため，

サンプリングの際には，測定試験のような一定時間毎の

サンプリングではなく，速度刻み ΔV [km/h] を設定し，

速度刻みを超える速度の変化が生じることにサンプリン

グすることとした。サンプリングの概念図を図 6に示す。

なお，本報告では，速度刻み ΔV [km/h] として 2.0km/h
を用いている。

４．分析結果

4. 1　走行データ分析の結果

　走行データ分析によって算出した走行抵抗を図 7 に，

そのときの抽出条件を表 2 に示す。次節に示す測定試験

との比較のため，測定試験に近い条件となる抽出条件の

結果を示している。プロット数は 11859 である。このと

きの車両速度データの度数分布を図 8 に示す。営業走行

データから惰行しているデータを抽出しているため，高

速域のデータは多数取得できているが，低速域のデータ

は少ない。

4. 2　分析手法の検証

　測定試験と走行データ分析によって算出した走行抵抗

の比較を図 9 に示す。参考として，従来から広く使われ
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ている日本工業規格の走行抵抗式（以下，JIS 式）５）も

図示しているが，JIS 式は策定から時代を経て近年の車

両とは合わなくなっていると考えられる。これに対して，

測定試験と走行データ分析の走行抵抗は概ね一致してい

る。これらの走行抵抗を用いて，車両走行エネルギーシ

ミュレータにより計算した消費エネルギーを図 10 に示

す。なお，エネルギー計算において，走行抵抗を変更す

ると，走行時分が変わってしまう。このため，走行時分

に合わせた運転曲線を作成することができるエネルギー

評価用運転曲線７）を用いて走行時分を合わせた条件で

評価した。この結果，測定試験の結果を基準とすると，

JIS 式を用いた場合は +6.8% となるが，走行データ分

析の走行抵抗を用いた場合は +0.1% となる。以上より，

走行データ分析は，測定試験と同等の走行抵抗の算出が

可能であることが確認された。

4. 3　トンネル区間の比較

　走行データ分析により，測定試験では行われていな

かった条件での走行抵抗の把握も可能となる。トンネル

区間では空気抵抗による走行抵抗によって，特に高速域

での走行抵抗が影響を受けると考えられる。走行データ

分析によって得られたトンネル区間と明かり区間の走行

抵抗の比較を図11に，そのときの抽出条件を表3に示す。

地下トンネルは，都市部の単線トンネルの結果を，山岳

トンネルは，複線トンネルの結果を示す。本手法により

トンネル断面積の違いによる走行抵抗への影響を定量化

して把握することが可能となった。なお，トンネル区間

は高速での走行が多く，低速域でのデータは限られてい

るため，近似式の切片の精度が課題となってしまう。こ

のため，トンネル区間の走行抵抗の算出には明かり区間

の切片の値を用いることとした。取得できる速度域が限

定されてしまう課題はあるものの，走行抵抗に影響が大

図６　走行データ分析によるサンプリングの概念

図７　走行データ分析による走行抵抗算出結果

図８　走行データ分析による走行抵抗算出結果

表２　抽出条件

人員質量 0 ～ 20 [t]

構造物 地平

道床種類 砕石

ΔV

ΔV

速度

力行ノッチ

５Ｎ

ＯＦＦ

ブレーキノッチ

５Ｎ

ＯＦＦ

時間

時間

時間

サンプリング

-5

0

5

10

15

20

0 20 40 60 80 100 120

走
行

抵
抗

 (
kN

)

車両速度 (km/h)

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000

0～10 km/h

10～20 km/h

20～30 km/h

30～40 km/h

40～50 km/h

50～60 km/h

60～70 km/h

70～80 km/h

80～90 km/h

90～100 km/h

100～110 km/h

110～120 km/h

データ数

きく，実際の営業運転でも頻度が高い高速域での比較が

可能となり，測定試験を行わずに簡易に走行抵抗を把握

する手法として活用できると考えられる。

５．おわりに

　車両情報記録装置を活用して，営業走行データを用い

た走行抵抗の算出方法を提案した。その結果，測定試験

によって得られた走行抵抗と，走行データ分析によって

得られた走行抵抗は概ね一致していることを確認した。

また，エネルギー計算に用いることを想定して試算を

行った結果，消費エネルギーはほぼ同等となり，実用上

十分な精度が得られることが確認された。さらに，測定

試験では試験条件の設定上，取得困難な詳細な条件での

走行抵抗も得られることを確認した。

　走行データ分析の課題としては，得られる速度域が限

られること，営業走行データの蓄積に時間を要すること

などが挙げられる。また，走行データ分析の手法を用い

るためには，車両情報記録装置で記録される速度データ

の精度と時間刻み，施設管理データベースで管理される
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図 11　トンネル区間と明かり区間の走行抵抗の比較

表３　抽出条件

種別 明かり
地下

トンネル

山岳

トンネル

人員質量 0 ～ 20 [t] 0 ～ 20 [t] 0 ～ 20 [t]

構造物 地平
地下

トンネル

山岳

トンネル

道床種類 砕石 弾性枕木直結 スラブ

勾配・曲線・分岐器・停止目標等の精度などの情報が重

要となる。

　今後は，車両情報記録装置の普及により，より多くの

データを活用した走行抵抗算出が可能となると期待され

る。より詳細な条件での走行抵抗を定量化していくこと

を予定している。
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